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ンタ一、 2011年2月 24日、 55-75頁、および、中山大将、亙観、李徳膏 「中国衣村的公共宣侍 ：以“原
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研究短期集中プログラム成果報告一京都大学・南京大学若手研究者共同フォーラム報告論文集－』京












これはサハリン島にとって、 20世紀で4度目の境界変動であったえ 1945年 8月のソ連の
南サハリン侵攻以前、サハリンには約 38万人の人口があり、このうち約 2万3千人が朝鮮
人で、約 2千人が先住民族、 200名前後が外国人であった。1945年 8月23日までにおよそ
9万人の日本人と朝鮮人が北海道へと避難した。その後、約 2万4千人の日本人と朝鮮人
が自力で北海道へと密航した口1946年 12月から1949年 7月までの聞に、約 27万人の日
本人が引揚げ、その一方で約 50万人のソ連人が大陸からサハリン島へと移住した。







サハリン島から日本人が退去する第一の波は、 1945年 8月 13日から 23日までの「疎開」


















支援 ・交流センタ （ー日本） 全国樺太連盟、サハリン州韓人会、安山市故郷の村永住帰国者老人会（韓
国）の協力を得て資料提供を受けたほか、サハリン残留日本人 15名とサハリン残留朝鮮人 9名への聞
き取り調査を行った。


























両者とも日本人の妻子がし 1たが、 1945年 8月の疎開で日本へ渡ってしまっていた。日本
へ帰ってこの妻子に会いたいと言うのも、彼らが日本帰国を希望する大きな理由であった。
こうした日本人との聞の戦前からの家族関係が、日本帰国への願望を生み、自称日本人朝
鮮人を生み出したと言える。
7.豊原事件と偽装結婚問題
日本人女性の夫として問題なく入国した朝鮮人は、妻が希望するからという消極的な理
由で帰国した人々ばかりだ、ったのだろうか。サハリン残留朝鮮人の中にはある程度、日本
への帰国願望を持つ人々がいた。このことは豊原事件と偽装結婚問題に表われている。
豊原事件とは、冷戦期帰国開始直後に、サハリン州の州都ユジノ・サハリンスク（日本
名：豊原）で起きた事件である。日本人の帰国が実現すると言う知らせを聞いた約 800人
の朝鮮人が、日本人家族がし、ないにも関わらず、「帰国」の手続きのために役所へ押し寄せ、
それを止めようとした朝鮮人共産党員との間で争いが起こったのである。朝鮮人共産党員
にとって、偉大なる共産党が領導する理想的な「祖国」ソ連から退廃的な資本主義国家で
ありかつての帝国主義的抑圧者であった日本へと同胞が移住を希望することは許されがた
いことだ、ったからである。
偽装結婚問題とは文字通り、日本へと帰国したい朝鮮人男性が、独身の日本人女性と結
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残留日本人とは誰功、
婚し、日本人女性の夫として日本へと入国しようとしたことが頻発したことを指す。
また 1970年代の樺太帰還在日韓国人会（日本人妻と日本へ冷戦帰国した朝鮮人の団体）
の調査によれば、韓国あるいは日本への帰国を希望しているサハリン残留朝鮮人の約 3割
は韓国ではなく、日本への定着を希望していた。
こうした朝鮮人はなぜ日本への帰国を願ったのか。家族や親族が日本にいることや、慣
れない社会主義国家ソ連での暮らしよりも、慣れた日本社会での生活への希望があったと
考えられる。
一方、この冷戦期帰国の機会を逃した人々の多くは、朝鮮人夫が日本への帰国に同意し
なかった人々であるようである。残留日本人の中には、園内身分証に朝鮮名が記載されて
いるだけでなく、民族籍を朝鮮民族にしていたり、北朝鮮国籍やソ連国籍を取得している
場合も珍しくないのである。またこうしたことのためにソ連政府や日本政府が日本人とし
て認めず、帰国船に乗れなかったケースも多い。こうして、女性を主としたサハリン残留
日本人は、サハリン朝鮮人社会とソ連社会へ二重に埋没していくこととなったのである。
8.日本政府の認識の変遷
1950・60年代において日本政府は、ソ連地区未帰還者の早期の帰国をソ連政府に要請し
ていた。ソ連地区未帰還者とは、上記のサハリン残留日本人だけではなく、旧関東軍軍人
を含むシベリア抑留者も指している。シベリアに不当に抑留され、強制労働に従事してい
る日本人の一日も早い送還は日本政府にとって急務であった。実のところ、サハリン残留
日本人の冷戦期帰国は、その副産物でもあった。
自称日本人朝鮮人問題や偽装結婚問題が国会議員から問題視されていたにも関わらず、
これらの朝鮮人の入国を「人道的見地Jから日本政府が許可した背景には、何か問題が起
きて帰国事業自体をソ連政府が停止することを日本政府が恐れていたことがある。また、
そもそも朝鮮人の入国自体に否定的な意見が国会で出ていたにも関わらず、各省庁がその
入国を容認したのは、朝鮮人家族との離別を嫌って、帰国を諦めるサハリン残留日本人が
増えると、帰国事業終了の口実をソ連政府に与えかねないと各省庁が恐れていたからであ
る。
1970年代になると、シベリア抑留者のうちまだ未帰還の者は、現地で家族が出来たなど
の理由で自分の意思に基づきソ連に残留している者であると日本政府はみなすようになっ
た。しかし、サハリンについては本国の家族への連絡などもあることから、帰国希望者が
いることが国会では共通認識になっていた。
しかし、 80年代になると、日本政府はサハリン残留日本人とは、消息不明者のことを指
し、現在サハリンに残留にしていることが判明している日本人は全て自己意思残留者であ
るという立場をとるようになった。
なぜ日本政府はこのように態度を転換したのか。それを知るためには日本政府の水面下
の動きを知る必要がある。それが 1965年に行われた、法務省、外務省、厚生省の三者協
議である。この協議の発言概要は外交史料館に残されている。冷戦期帰国者から得た情報
により、サハリン残留日本人の大部分が朝鮮人の家族となっていることや、北朝鮮国籍や
ソ連国籍の取得が進んでいること、日本への思慕や日本生活経験がないどころか、日本語
もまったく理解できない次世代が増えつつあることを日本政府は認識し始めていた。次世
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残留日本人とは誰功、
代の出生、成人などによって残留日本人問題が複雑化することを避けるためには「一定の
ところで打切ることが必要」であるという意見が出たのである。
また、この協議の席では、もはや日本国籍保持者ではない朝鮮人の入国を許してしまっ
た 1950年代末の冷戦期帰国は失敗であったと認識されていた。日本政府は国内の民族的
複雑性の深化を嫌い、サハリン残留日本人の帰国自体を打ち切ろうという姿勢をすでにこ
の段階で見せ始めていたのである。
そして、これが 1990年代のポスト冷戦期帰国運動に対する「サハリンには日本人はなし1」、
いたとしても「自己意思残留者Jであるという発言へと結びつくのである。
9.さいごに
冷戦期帰国時の豊原事件、偽装結婚問題、自称日本人朝鮮人問題は、何かしらの理由で
日本への帰国を希望していたサハリン残留日本人が存在していたことを意味している。し
かし、日本政府はこれら旧帝国臣民である朝鮮人を、「残留日本人」とは決してみなさなか
った。なぜならば、内地籍を有していなかったからである。
さらに、内地籍をかつて有していても、サハリン残留日本人の多くは朝鮮人の妻や子で
あり、サハリン朝鮮人社会とソ連社会に二重に同化をし、家族関係を有していることから、
民族的複雑性を嫌う日本政府はこれらの人々を自己意思残留者とみなして、残留日本人か
らは排除するようになった。1980年にはサハリン残留日本人としづ概念は、日本政府内で
形骸化した。サハリン残留日本人とは消息不明者を指し、消息が判明した者は自己意思残
留者とみなされたからである。
この状況が変わったのは、 1986年以降のペレストロイカとソ連崩壊の過程で本国の日本
人がサハリンへと比較的自由に入域できるようになってからである。市民運動団体やマス
コミがサハリン残留日本人の存在と帰国願望を訴え、日本政府の態度にも変化が現われ、
ポスト冷戦期帰国が実現したのである。
サハリン残留日本人がサハリンに残留したことと、国家や民族への忠誠心との聞には何
の関係もない。人間にとって最も大切な目の前の生活や家族との関係を優先した結果、自
分の意志ではどうにもならない境界変動や冷戦によって彼らは残留を強いられたに過ぎな
い。彼らの悲劇は、祖国からのディアスポラではなく、かつての家族や生活圏との離別で
ある。
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